
文部科学省「研究大学強化促進事業」筑波大学
平成２５年度配分予定額：300百万円

●学長をリーダーとする「研究戦略イニシアティブ推進機構」に研究リソースを結集
●「計算科学研究センター」と「生命領域学際研究センター」の世界トップレベル拠点化
●世界トップレベル研究を推進する「国際テニュア・トラック制度」などの国際化施策
●本部と部局のＵＲＡ３０人体制による強力な研究支援を実施



97-01 02-06 07-11
応用化学 284 202 187
化学（学際） 186 175 167
無機化学、核化学 255 214 173
材料科学（紙、木材製品） 46 63 99
材料科学（学際） 85 202 195
応用物理学 62 75 77
物理学（学際） 65 69 127
固体物理学 49 92 107
核物理学 143 139 176
物理学（粒子、フィールド） 128 133 165
航空宇宙工学 200 216 84
結晶学 123 163 145
土木工学 198 446 182
ナノサイエンス、ナノテクノロジー 1 159 160
器具・計測 66 92 108
金属学・冶金工学 97 120 132
ロボット工学 - 108 96
原子力科学技術 78 80 95
地質学 213 247 147
鉱物学 252 123 71
水資源 153 307 136
解剖学・形態学 154 354 95
顕微鏡検査 273 278 180
菌類学 286 325 196
眼科学 598 164 137
泌尿器学、腎臓病学 226 173 126
農業工学 155 112 156
作物栽培学 153 125 89
食品科学工学 114 195 149
林学 217 208 151
園芸学 148 94 71
生化学、分子生物学 167 145 157
生物物理学 74 93 129
バイオテクノロジー、応用微生物学 120 218 171
細胞生物学 198 151 164
発生生物学 118 148 148
生理学 166 193 184
植物科学 143 96 136
昆虫学 110 146 110

サブジェクト
筑波大学 39件

サブジェクトカテゴリ別　世界被引用数
２００以内ランキング

・「大学らしい」総合大学
・マルチサポート・システムの枠組みでの
スポーツ科学

・多くの教員組織、個性の反面、
支援や活動が分散し非効率

２.人社、理工、生物、医学に芸術、
体育、図書館情報を擁す

強み

弱み

・多種多様な２１の研究関連センター
・災害、エネルギー問題等の喫緊の社会
的課題に対応する研究

・センターには人事権が無くセンター
長のリーダーシップが発揮できない

3. 多くの小規模研究センター

強み

弱み

・若手など独立した教員による
多種多様なテーマ

・学際的融合的研究体制を構築できる

１.講座制を廃し、グループ制

強み

弱み・プロジェクトベースのため、
継続的・大規模研究しづらい
⇒研究競争力欠如

筑波大学の研究力分析

■国際共著率* ■サブジェクトカテゴリ別世界
被引用数２００以内ランキング
* 物理 ８件

生命 ９件
人社 ３件
理工 ４件
その他 ３件

■大型科研費文科別
獲得件数（Ｈ16-24）*

物理学、生命科学、
人文社会科学分野に

強み

１．共同研究実績（Ｈ２３）

順位 件数

合計 278

うち民間 16 223

２．受託研究実績（H23）

順位 件数

合計 235

うち民間 31位以下 32

３．特許権実施等（H23）

順位 件数

31位以下 38

４．大学発ベンチャー(H20(H21.3) )

順位 受入額

2 76

■産学連携指標

1～3の出典：大学等における産学連携等実施状
況調査（文部科学省）
4の出典：「大学発ベンチャーに関する基礎調査
（経済産業省）

弱み

産学連携に弱み*印の出典はすべて「研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング」

弱み

国際共著率：要向上

研究力の定量的分析

研究・教育体制の特色



学長のリーダーシップのもとに学内リソースを集約し研究強化推進

拠点整備事業費
システム改革事業費の措置

資金 施設・設備の戦略的利用に
係る措置

研究施設・設備

研究戦略イニシアティブ推進機構 （機構長：学長）

●研究設備の共用化
（オープンファシリティー）

●ＵＲＡ30人体制構築
●研究スペースの重点的配分

●全学戦略枠を担保にした
年俸制の拡充

●教員の評価軸の構築と研究時間保証
/機能分化
●産学官連携体制の強化

拠点強化形成

●計算科学研究センター、生命領域学際
研究センターを世界トップレベル拠点へ

人事権付与（学則改正）
●３つのトップダウン方式の研究拠点形成

研究環境整備 制度改革

学 長

全学人事戦略枠の活用
人件費の措置
人事制度の改革

人事枠

３つの重点取組
①国際強化：国際テニュアトラック
②一流外国人研究者招聘
③研究時間の質と量保証

若手

女性

外国人

22.7％

15.6％

5.0％

30%以上

25%以上

11%以上

研究力強化の骨太方針



筑波大学の研究大学強化促進事業における施策

●ＵＲＡ３０人体制構築
「研究戦略イニシアティブ推進機構」による研究力強化
策を本部、部局ＵＲＡの連携で学内展開

●研究設備共用化の促進
（オープンファシリティー）

●国際共同研究の推進
●産学連携体制の強化

重点的な研究力強化策

●計算科学研究センターと生命領域学際
研究センターを人事権のある世界トップ
レベル研究拠点に
●世界的研究拠点を目指す３つの
学術センターを設置

３つの重点取組：
①国際テニュア・トラック制度
②一流外国人研究者の招聘
③研究時間の質と量の保証

基盤的な研究力強化策

■重点的な研究力強化策の例：
研究拠点形成 国際テニュア・トラック制度

筑波大学 海外一流研究機関

採用

直ちに派遣 研究

承継職員

PI（客員教授）PI
連携

公募

■基盤的な研究力強化策の例： URAの確保と活用

テニュア審査期間の研究を海外一流研究
機関（共同研究先）で行い、そこでの業績
をテニュア化審査に利用。長期的な国際
研究のパイプ構築を目指す。

研究センター研究センター

学術センター

計算科学研究セン
ター、生命領域学
際研究センター

世界トップレベル拠点世界トップレベル拠点

学術センター学術センター

戦略Ａによる支援

戦略Ｓによる支援

5年

10年


